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1．はじめに
　独占禁止法や同法の基礎である経済学の産業組織論と流通論・マーケティング論との間には一
瞥すると何の接点もないように見えるが，垂直的制限（vertical　restraints，メーカーによりディー
ラーの事業活動一価格設定，販売地域，販売先一に対して加えられる制限を言う）ω，なか
でも再販売価格維持行為（resale　price　maintenance，以下r．　p．　m．と略記する）（2）はその例外で
あり，その是非をめぐり学者・研究者間で激しい論争が繰り広げられている③。
　そこで本稿では，議論の対象を明確にするために，先づr．p．　m．について一応の定義をしてお
（1）垂直的制限はさらに垂直的価格制限（vertical　price　restraints）と垂直的非価格制限（vertical
　　nonprice　restraints）に分類される。
（2）垂直的価格協定（vertical　price　fixing）と云う場合もある。米国では1930年代r．　p．　m．擁護論者か
　　ら公正取引（fair　trade）と呼ばれた。
（3）　Terry　Calvani　and　James　Langenfeld（1958），“An　Overview　of　the　Current　Debate　on　Resale
　　Price　Maintenance”，　Contemporary　Policy　lssues，　Vol．3，　pp．1－7．
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きたいω。r．p．m．とはメーカーがディーラーに対してメーカーの指定した価格で販売するよう
制限を加えることを指し，これには指定した価格以上で販売しないよう制限を加える場合（上限
（maximum）r．　p．　m．と云われている）と，メーカーの指定した価格以下では販売しないよう制
限を加える場合（下限（minimum）r．　p．　m．と云われている）とがあり，また複数のメーカーが
グループを形成して行う（事業者団体を通じて行われる場合が多い）集団r．p．m．と，メーカー
が個別に実施する個別r．p．m．とがある。本稿の対象はメーカーが個別に実施する下限r．p．m，
である。集団r．p．m．や上限r．．p．m．を本稿の検討の対象から除外したのは，集団r．．p．．m．はカル
テルそのものであり，これに対して独占禁止法上厳格な規制を加えることについては分野の如何
を問わず研究者・実務者間において異論は全く見られないからである。また上限r．p．　m．につい
ても消費者・ユーザー利益の確保の観点から必要以上の厳格な規制を加えることについて見直し
が急速に進行しているからである（5）。
　r．．p．・m，を巡っては，シカゴ大学の気鋭のエコノミストであるL．　G．　Telserが1960年にJour－
nal　of　Law　and　Economics誌上に「なぜメーカーは公正取引を欲するのか“Why　Should
Manufacturers　Want　Fair　Trade？”」という画期的な論文を発表して以来，エコノミストや流
通論・マーケティング論の研究者間においてr．p．　m．の効率性・競争促進効果，競争阻害効果を
めぐり喧々誇々の議論が行われてきた（6）。いまだ決着を見ていないが，r．p．　m．については効率
性・競争促進効果が少なくとも認められる以上，最近ではr．p．m．を一律に厳格に規制すべきだ
とする見解は，ほとんど見られない（7）。
　流通論・マーケティング論の研究者やエコノミストの間ではr．p．　m．が競争促進効果や競争上
ニュートラルな効果を持つ場合が多く，r．p．m．が競争阻害効果のみを有している場合は極めて
稀である以上，ケース・バイ・ケースで判断し競争阻害効果が競争促進効果を上回る場合にのみ
独占禁止法上の規制を加えるべきであるとの見解が有力となりつつあると言えよう。これに対し，
わが国を含むほとんどの先進諸国の独占禁止法の適用においてr．p．m．は一律に厳格な取扱い
（原則違法もしくは当然違法ルールの適用）を受けている。最近ではr．p．m．に対し寛大な取扱
いをする国を見出すことは極めて困難である（8）。このようにr．p．m．に対する独占禁止法の適用
を巡り，独占禁止法当局や独占禁止法学者の多くとエコノミスト，流通論・マーケティングの研
究者との間には大きな隔たりがある。
（4）　砂田卓士『英国再販規制法の研究』，国際商事法研究所，1980年，6頁。
（5）Kahn事件米最高裁判決（1997）において，上限r．　p．　mについては当然違法原則（per　se　illega1）
　　の適用が廃棄され，条理の原則（rule　of　reason）一あらゆる要因を考慮に入れ競争促進効果と競争
　制限効果とを比較衝量して判断するというルールーに基づき違法。合法が決定されるべきであるとさ
　れた。
（6）LG．　Telser（1960），“Why　Shouid　Manufacturers　Want　Fair　Trade？”，／ournal（）f　Law　and　Eco－
　nomics，　Vol．3，　pp．86－105．
（7）　こうした状況の中で，r．　p．　m．に対して特に厳格な立場をとるエコノミストとしてはRM．　Scherer
　　やW．S．　Comanorを挙げることができよう。　W，　S．　Comanor　and　J．　B．　Kirkwood（1985），“Resale
　Price　Maintenance　and　Antitrust　Policy”，　Contemporαry　Policy　lssues，　Vol．　3，　pp．9－16．
（8）　OECD，　RESALE　PRICE　MAIVTENANCE，　OCDE／GD（97）229（1997），　pp．1－169．
　（141）　　　　　　　　再販売価格維持行為の競争阻害効果に関する一考察　　　　　　　　　　141
　r．p．　m．についての長い論争の歴史を持つ英国においても，　r．　p．m．は近年厳格な取扱いを受け
るようになっている。英国では第2次世界大戦前においてはr．p．　m．は寛大な取扱いを受けてい
たが，第2次大戦後の1956年に制限的取引慣行法（Restrictive　Trade　Practices　Act，1956）
により集団r．p．　m．が禁止され，次いで1964年の再販売価格法（Resale　Prices　Act，1964）によ
りまず個別r．p．m．が禁止された（1960年当時，英国においてはr．．p．．m。品目は家庭消費支出の
20～25％を占めていた）。1964年法は適用除外を定めており，申請に基づき制限的慣行裁判所
（Restrictive　Practices　Court）によって付与された。だが，1964年から2001年にかけて適用
除外が認められた品目は書籍と医薬品（これら2品目は家庭消費支出の2％を占めるに過ぎなかっ
た）のみであり，やがて1997年に書籍の適用除外が廃止され，2001年には医薬品の適用除外が
廃止されるに及び，英国におけるr．p．　m．は完全に終焉を迎えるにいたったのである。
　このように英国政府は第2次世界大戦後においてはそれまでの寛大な政策を転換してr．p．m．
規制を徐々に強化していったのであるが，その理論的支柱となったのがB．S．　Yamey教授やJ．
F．Pickering教授により提唱されたr．　p．　m．全廃論である（9）。
　本稿はYmaey教授やPickering教授のr．　p．　m．全廃論の主たる根拠となっているr．　p．　m．の
競争阻害効果についてそれはいかなる市場条件の下で惹起するものなのか検討することを目的と
している。
2．英国における再販売価格維持制度全廃論とその背景
　第2次世界大戦後における英国政府の対r．p．　m．政策を規制強化の方向へと大きく転換させる
上で強力な役割を果たしたのが，Yamey教授やPickering教授が提言したr．　p．　m．全廃論であ
る。両教授の全廃論は，r．　p．　m．に対する以下のような認識・評価に基づいている（1°）。
　　（1）r．p．　m，は著しい競争阻害効果を有する（ブランド内・ブランド間競争の制限効果）。
　　（2）r．p．m．は小売価格を高く吊上げる。
　　（3）r．p．　m．により促進されるサービス競争は別の手段・方法によっても達成可能である。
　　（4）消費者の中にはr．p．　m．を通じて提供されるサービスを欲しない者も多い。
　こうしたYamey教授やPickering教授のr．　p．　m．全廃論の主たる根拠である競争阻害効果に
ついての検討に入る前に英国においてr．p．　m．がどのような展開を遂げたのか，第2次大戦前に
おいて英国政府がr．p．　m．に対し何故，寛大な政策を採ったのかを概観してみよう。こうした作
業はYamey教授やPickering教授がr．　p，　m．に対し極めて厳格な態度を取った理由をある程度
（9）　J。F．　Pickering（1966），　Resale　Price　Maintenance　in　Prαctice，　Allen＆Urwin，　London；工F．
　Pickering（1974），“The　Abolition　of　Resale　Price　Maintenance　in　Great　Britain”，　Oxford　Economic
　Papers，　Vo1．26，　Issue　1，　pp．126－146；B．　S．　Yamey教授のr．　p．　mに関する研究は注（15）を参照され
　　たい。
（10）　この経緯については，伊従寛編「日本企業と外国独禁法』，日本経済新聞社，1986年，210－211頁を
　参照されたい。
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解明するものと思われる。
2．　1背　　景
　r．p．m．は英国において1896年に導入されたといわれている（11）。英国においてr．．p．．m．が急速
に発展した背景として，①商標品（ブランド）の出現②チェーン・ストアなどの大規模小売店舗
の急速な発展③通信・交通の発展，の3点を挙げることができよう。商標品の出現と通信・交通
の発展は製品の安定的な供給を可能にし，価格競争の基盤を形成した。また当時急速に成長しつ
つあった大規模小売店と中小小売店との間では仕入価格の差が大きくなり，「おとり商品（10SS
leader）」というメーカーにとって極めて厄介な問題が生じていた。この問題を解決する手段と
して用いられたのがr．p．　m，であった。英国においては第2次世界大戦までは法制度，インフレ，
第1次世界大戦後の供給過剰，世界恐慌といった各種の事情からr．p．　m．に対し非常に寛大な態
度が採られていたが，第2次世界大戦後においては国内生産力の低下，植民地の独立といった第
2次世界大戦前とは全く異なる問題を抱えることになり，徐々にr．p．　m．に対し公共政策上否定
的な態度が形成されていった。やがて2001年には制限的慣行裁判所（Restrictive　Practices
Court）により医薬品の適用除外を取消す判決が下され，英国におけるr．　p．　m．の歴史は幕を閉
じたのである。第2次大戦後の英国におけるr．p．　m．政策の大きな転換点となったのは，1956年
の制限的取引慣行法（Restrictive　Trade　Practices　Act，1956）と1964年の再販売価格法（Re－
sale　Prices　Act，1964）の制定である。1956年法によって集団的再販売価格維持制度（以下，集
団r，p．　m．）が禁止され，1964年法によって個別的再販売価格維持制度（以下，個別r．　p．　m．）も
禁止されるようになった。
　1948年に設置された独占及び制限的慣行委員会（Monopolies　and　Restrictive　Practices
Commission）は，集団r．　p．　m．については，「水平的カルテル」を惹起するおそれがあるので規
制されるべきであるが，個別r．p，　m．については「おとり商品」対策に必要なものであり，また
「公共の利益」に反するものではない，とする報告書を1955年に公表した（12）。しかし，同委員会
のメンバーの一人であるGC．　Allen教授は，寡占業界におけるr．　p．　m，と小売業界における
r．p．　m．は「公共の利益」に反するものであるとして同報告書に対し反対意見を表明した（13）。こ
（11）1896年にSir　William　Glyn－Jonesが設立した特許商標取引業協会（Proprietary　Article　Trade
　Association：P．　A．　T．　A，）によって導入された再販売価格維持制度が最初のものである。また，本稿で
　　は英国という場合England，　Walesを指している。
（12）独占及び制限的慣行委員会（Monopolies　and　Restrictive　Practices　Commission）は，英国商務省
　　の所轄に属し，1948年に制定された独占及び制限的慣行（調査および）規制法（Monopolies　and　Re－
　strictive　Practices《Inquiry　and　Control》Act）により，制限的慣行に関する調査・報告のみならず，
　　当該慣行が「公共の利益」に及ぼす影響についても報告することを目的として設けられた。
（13）英国におけるr．．p．．m．をめぐる議論の中心には常に「公共の利益」に反するか否かという問題があっ
　　た。
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のG．C．　Allen教授のnp．　m．否認論（14）に同調し，これをより強化したのがB．　S．　Yamey教授で
あった（’5）。他方，r．　p．　m．のメリットを主張するP．　W．　S．　Andrews教授と産業エコノミストのF．
A．Friday氏はr．．p．　m．肯定論（16）を展開し，　Yamey教授に論争を挑むに及んだ。
　Yamey教授によるr．　p．　m．否認論はその後の英国の世論に支持されるようになり，1964年の
再販売価格法の制定に大きな影響を与えたと見られている。こうした背景を見る限り，Yamey
教授やPickering教授のr．　p．　m．全廃論は今日の英国におけるr．　p．　m．政策の基礎を形造ってい
るといえよう。
2．2　第2次大戦終了までの再販売価格維持行為の取扱い
　r．p．　m．が広範に実施された背景としては，前述したように①商標品（ブランド）の出現②チェー
ン・ストアなどの大規模小売店舗の急速な発展③通信・交通の発展，の3点が挙げることができ
る。①商標品の出現は，消費者に商品を認識させ，価格競争を招来することになった。また②の
チェーン・ストアなどの大規模小売業の出現は，大量購入により一般消費者に対し低価格販売を
可能にさせた。そして③通信・交通の発展は，商品の安定供給を可能にし，店舗選択の範囲を広
げることになった。メーカーと小規模小売業者は，こうした環境の変化にスムーズに対応できな
かった。メーカーは，自社の商品が「おとり商品」になる脅威に，また小規模小売業は過酷な価
格競争に直面していた。こうした両者の利害が合致した結果としてr．p．　m．が導入されたといわ
れている。
　英国におけるr．p．　m．は，1896年Sir　William　Glyn－Jonesによるメーカー，卸売業者，小売
業者からなる特許商標取引業協会（Proprietary　Article　Trade　Association，以下P．　A．　T．　A．と
略記）の設立に起源がある（17）。P．　A．　T．　A．は，小売業者に対し専売品の値引き販売を中止させ，
他の代替品の販売への乗り変えを防止することを目的としてr．．p．　m．を導入したのであった。
r．p．　m．の導入は「安売り」と「代替品への乗り換え」の抑制に大きな効果を発揮し，書籍，酒，
食料品，菓子，タバコ，文房具，写真，家電，自動車，自転車など広汎な分野に採用されるに至っ
（14）G．C．　Allen教授は，ロンドン大学政治経済学部で教鞭をとり，日本についての著作もある。　G．　C．
　　Allen（1968），M（）nopoly　and　Restrictive　Prαctices，　Urwin　university　books．
（15）B．　S．Yamey教授は，　r．　p．　m．に関し多くの著作を発表している。
　　B．S．　Yamey（1951），　The　Economics（）f　Resale　Price　Maintenance，　Pitman＆Sons．
　　B．　S．　Yamey　and　C．　Grunfield，‘United　Kingdom’　in　W，　Friedmann，　ed．，　Anti－Trust　Laws’　A　Com－
　Parative　SymPosium（公正取引委員会事務局訳編，『現代世界独占禁止法令集』，1959年）。
　　B．S．　Yamey，（1964），“Resale　Price　Maintenance　and　Shopper’s　Choice”，　Hobart　Paper　1．
　　B．S．　Yamey　（1966），“United　Kingdom”，　in　B．　S，　Yamey，　ed．，　Resale　Price，　Maintenanance，
　Weidenfeld　and　Nicolson．
（16）P．　W．　S．　Andrews教授とエコノミストであるRA．　Friday氏の共著であるFαir　Tradeにおいて
　r．p．　m肯定論が展開された。　P．　W．　S．　Andrews　and　F．　A．　Friday（1960），Fair　Trade，　Macmillan，　pp，
　3－84．　　　　　　　　　　の（17）P．A．　T．　Aは，麻薬，薬剤，病人用食料品，化粧品の企業組合である。また1896年以前の1822年に
　書籍業組合（Bookseller’s　Association）が結成され，　r．　p．　m．導入を試みたが，「不法な共謀（illegal
　　conspiracy）」として失敗している。砂田卓士「英国再販規制法の研究』，国際商事法研究所，1980年，
　　20頁。
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た。
　r．p．m．の展開状況を概観する前に，英国におけるr．p．m．の法制に触れる必要があろう。英国
においては，1956年に制定された制限的取引慣行法（Restrictive　Trade　Practices　Act，1956）
以前には，r．p．　m．を直接的に取扱う法制度はなかった。そのためP．A．　T．　A．に代表されるよう
な事業者団体による集団r．p．　m．が広範に実施されていた。同法制定以前には，　r．　p．　m．は「取引
制限の一態様」として考えられ，「契約の自由」を最大限に尊重する不文法であるコモン・ロー
（common　law）によって取り扱われていた。コモン・ローには，次のような2つの相反する概
念が成立していた（’8）。
　①何人もその欲する事業を欲する方法において，ただし他人の自由を妨げることなく営業す
　　ることができる自由
　②他人の自由を制限して契約することができる自由
　メーカーと小売業者が水平的または垂直的結合により，r．p．　m．の実施に際して共同行為をと
り，再販売価格維持契約の違反者に対して供給停止といった制裁を加える権利（’9）についても，
違反者が予め制裁を容認している場合には違法とはされないとして，②の「他人の自由を制限し
て契約することができる自由」を優先していた⑳。
　また，「公共の利益」概念についても検討が必要である。「公共の利益」は，常に英国のr．p．　m．
をめぐる中心的論点であった。しかし，その内容は厳格ではなかった。D，　K　Dix（1938）によれ
ば，「公共の利益」に反するとは，（／）不当に価格を吊り上げ有害な独占をもたらす場合，（ロ）一定
のリストに載せたもの以外に商品を販売することを禁ずる場合，とされた｛21｝。こうした「公共の
利益」の定義の曖昧さが第2次世界大戦前のr．．p．　m．に対する寛大な姿勢を基礎付けた最大の要
因であった。「公共の利益」についての厳格な規定は，英国における最初の独占禁止法である
1948年の独占及び制限的慣行（調査および規制）法（Monopoly　and　Restrictive　Practices
（lnquiry　and　Contro1）Act，1948）によって初めて設けられた。同法は「公共の利益」に反す
るか否かについて次のような基準を示した。
　　（a）当該制限が，消費者を損害から保護するために必要であること
　　（b）当該制限の廃止が，消費者に対し他の特定の実質的な利益を否定するものであること
（18）　コモン・ローとは，英国国王の普通法裁判所（Common　Law　Courts）の判例の集積を指し，制定
　法（Statue　Law）と対立するものである。内田力蔵，「イギリス法入門』，信山社，2004年，38－39頁。
（19）　1つの業種に属するメーカー・販売業者が団体を作り，r．　p．　m．規則を設けた。同団体は，　r．　p．　m．を
　実施する商品を定め一一ee表を配布し，監視した。違反者に対し制裁を課し，「ストップ・リスト（stop－
　1ist）」に違反者名を掲載し，一定期間もしくは永久的な供給停止を実施した。また，「ストップ・リス
　　ト（stop　list）」に違反者名を掲載することは，名誉殿損とならないとしている。
（20）r．p．m．に対する寛大な姿勢を基礎付けたいくつかの判例がある。エリマン対キャリントン事件判決
　　くElliman　Sons＆Co．　v．　Carirington＆Sons，　Ltd．，［1901］2Ch．275＞，ダンpップ対セルフリッジ事件
　　判決（Dunlop　Pneumatic　Tyre　Co．　v．　Selfridge［1915コA．　C　847），ハーディ・アンド・レイン対チ
　　ルトン事件判決（Hardie＆Lane，　Ltd．　v．　Chilinton［1928］②K．　B．258），などがある。長谷川古「再
　　販売価格維持制度く改訂版〉』，商事法務研究会，1979年，pp．192－193．
（21）　D．K．　Dix（1938），　The　Latv　Relating　to　Competitive　Trading，　pp．151－152，　Sweet＆Maxwell．
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　　（c）当該制限が，協定当事者以外のものによって採られた競争制限措置に対するために必要
　　　であること
　　（d）当該制限が強力な買手または売手の公正な取引条件に関する交渉を容易にするため必要
　　　であること
　　（e）当該制限の廃止が，輸出量または輸出から得られる収益に実質的な損失をもたらすもの
　　　であること
　　（f）当該制限の廃止が，ある地域に重大かつ永続的な失業をもたらすものであること
　　（9）当該制限が既に公共の利益に反しないと認定されている当事者間の他の制限を維持する
　　　ため必要であること
　同法によって「公共の利益」の基準が厳格に示されたことにより，r．p．　m．が「公共の利益」
に反するか否かという議論の新たな展開を可能にさせたといえよう。
　第1次世界大戦直後の英国においては戦前の1914年の水準に対し卸売物価140％，生計費
120～125％というインフレの渦中にあった（22）。戦後においても続くインフレに悩む英国は，1919
年制定の利潤法（Profiteering　Act）に基づきトラスト常設委員会（Standing　Committee　on
Trust）の中に「固定小売価格に関する小委員会（Sub－Committee　on　Fixed　Retail　Price）」を
設置した。同小委員会は1920年に報告書を提出し，r．　p．　m．は「インフレを抑制する」ものとし
て寛大な結論を出すに及んだ（23）。
　こうして世界恐慌に襲われた1929年には，r．　p．　m．を調査する特定取引考察委員会（Commit・
tee　aPPointed　by　the　Lord　Chancellor　and　the　President　of　Board　of　Trade）が設置され
た（24）。同委員会の調査報告書は，1931年にr．p．　m．は前述した如く「他人の自由を制限して契約
することができる自由」という点を重視して「公共の利益」には反しない，との結論を下してい
る（25）。
　このように第2次世界大戦が終了するまでの英国においては，r。p．　m．は集団的に実施される
場合においても「公共の利益」に反するものではないとされ，きわめて寛大に取り扱われていた。
（22）　長守善「苦悩するイギリス経済』，東洋経済新報社，1968年，45－46頁。
（23）委員の一人であるJohn　Hiltonは次のような懸念を示した。すなわち，①集団的再販売価格協定に
　　よる競争の減退への懸念，②再販売価格違反者に対する組合の供給停止への懸念，である。
（24）委員長であるWilliam　Arthur　Greeneの名前を採り，一般にGreene　Committeeと呼ばれる。
（25）　同委員会の（集団）r．p．　m．を肯定する理由として報告書においては以下のものが挙げられている。
　　　（1＞契約の自由は止むを得ない理由がない限り奪うべきではない。
　　　②　価格維持は一般大衆の見地からは不利益だと考えられない。
　　　⑧　いくつかの許可制を伴うr．p．　m．協定は，原理上一般大衆の利益に反しない。
　　　（4）再販売価格維持契約に違反した小売業者への商品の供給停止は，コモン・ローに反するもので
　　　　　はない。
　　　（5）供給停止について当委員会としては勧告することができない。
　　　（6）r．p．　m．はきわめて大きな問題である独占的結合とトラスト問題に関連する。この問題は当委
　　　　員会に付託された範囲を超えている。
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2．3　第2次大戦終了以降の再販売価格維持行為の取扱い
　英国ではコモン・ローの取引制限に対する寛大な姿勢を背景に，19世紀後半より競争制限行
為が増加した。しかし，英国政府は第2次世界大戦以降，それまでの姿勢とは全く逆の競争促進
政策を採用し始めた。
　終戦の前年の1944年に提出された『雇用政策白書（White　Paper　on　Employment　Policy）』
において英国政府は「（取引制限的）協定は必ずしもは公共の利益に反する作用を有するもので
はないが，公共の利益に反する力が存在する場合もある」としてr．p．m．の取扱いに一定の留保
を付した。この報告書は，当時の英国政府の最大の懸案であった「完全雇用の維持」と関連して
いたといわれている（26）。販売価格と生産量を制限しているr．．p．　m．を抑制することによって，メー
カーの生産量の増大，雇用の増大（生産増にともなう労働者雇用の増加）を図ろうとしたもので
ある。この報告書は，競争政策からではなく雇用政策の観点からr．p．　m．を採りあげたが，公式
にr．p．　m．が「公共の利益」に反する可能性を示した初めてのものであったことを注目すべきで
あろう。また，1946年にはSimon　Committeeが設けられ，1948年に「これらの協定（r．　p．　m．）
は，このような協定が存在しないならば付けられたと思われる価格よりも高い価格を付ける傾向
がある」としてr．p．m．のデメリットを指摘する報告書を提出するに至った（27）。これら2つの政
府報告書は，第2次世界大戦後以降r．p．　m．に対して規制を加える上での指針となった。
　こうして1947年にr．p．　m．に関する調査機関として「再販売価格維持委員会（Committee　on
Resale　Price　Maintenance）」が設けられた（28）。同委員会の報告書は1947年にr．　p．　m．支持論と
r．p．　m．否定論を併記し，　r．　p．　m．を一応支持する結論を導いている。　r．　p．　m．支持論の根拠として
次のものが挙げられている。
　・製品の値引きがないということは，その製品に対する自信と確実に一定の利益が得られると
　　いう見込みがあることによる計画生産が可能になる。
　・消費者は品質が保証された商標品を好む傾向があり，特価販売される商品には品質の保証を
　　製品に求めておらず，消費者自身が危険を負うことに納得している。
　・長期間使用する技術的に高度な商品の場合，商品選択の適切な助言，販売後のアフター・サー
　　ビスを実施するのにr．p．　m．は必要である。
　・商標品が消費者に支持されている場合，特価による価格の引き下げは品質の悪化と捉えられ
　　る危険性がある。
（26）完全雇用によって，購買の維持およびそれを前提としての物価・賃金の安定を図る目的があった。長
　守善，前掲書，103頁。
（27）　同作業班（Working　party）は，費用および能率に関する建築材料の分配機構および調査をするた
　　めのものである。Ministry　of　Works，　Report　of　the　Committee　of　lnquiry　into　the　Distribution　of
　　Building　Materials　and　Components（1948），　para．137．
（28）　この委員会は，委員長であるG．H．　Lloyd　Jacobの名前を採り，一般にLloyd　Jacob　Committeeと
　　呼ばれている。
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　また，否定論の根拠としては次のものが指摘されている。
　・r．p．　m．は，価格競争を排除し販売業者の自由を不当に干渉するものである。
　・r．p．　m．を利用していない大規模メーカーが，価格競争の中においても適度な利潤を得てい
　　る
　・消費者は適正価格による自由競争を望んでいる。
　同委員会の報告書は，r．・p．　mを事業者団体による集団r．　p．　m．と個々のメーカーが単独で行う
個別r．p．　m．に分け，両者の「公共の利益」に及ぼす効果と経済的影響は異なるという結論を下
した〔29）。個別r．p．m．は，「おとり商品」の脅威からメーカーを保護する上で必要であり，結果
としては消費者に長期の利益を与えるものであるとしている。集団r．p．　m．に対しては，流通コ
ストと価格の引下げを阻害しているとして，否定的な見解を示した。
　1945年か・ら政権を担った労働党内閣（Labour　Government）によって英国最初の独占禁止法
となる『独占及び制限的慣行（調査及び規制）法（Monopolies　and　Restrictive　Practices（ln－
quiry　and　Control）Act）』が1948年に制定された（3°）。また同法によって独占及び制限的取引
委員会（Monopolies　and　Restrictive　Practices　Commission）が設けられ，同委員会は1955
年に集団的差別取引に関する報告書を提出し，その中で厳格なr．p．　m．は小売業者間の価格競争
を排除し経済資源を浪費するという理由から「公共の利益」に反するが個々のメーカーが実施す
るr．p．　m．は「公共の利益」に反しないとの結論を下している。また，1951年には，1947年の
再販売価格維持委員会の報告書よりもさらにr．p．　m．を厳しく糾弾する白書を提出した（31）。しか
し，総選挙による敗北から保守党に政権が移行したためその後1956年までr．．p．　m．に対する積
極的な批判は加えられることはなかった。
　こうして1956年に1948年の調査報告書を参考にして制限的取引慣行法（Restrictive　Trade
Practices　Act，1956）が制定された（32）。同法において集団r．　p，　m．は禁止されたが，個別r．　p．　m．
は依然として認められた。そうこうする内に，世論のr，p．　m．に対する批判はさらに強まり，
1964年には，再販売価格法（Resale　Prices　Act，1964）が制定され，個別r．　p．　m．についても禁
止されることとなったのである。
（29）委員会はr．p．m．の形態を3つに分類している。砂田，前掲書，63－64頁。
　　　（1）1メーカーがr．p．m．を行う場合
　　　②　メーカー間の協定によりr．・p．・m．を行う場合
　　　（3）メーカーと配給業者とを構成員とする企業組合がr．p．　m．を行う場合
（30）　この法律は，米国における反トラスト法（Sherman　Act，1890）のような制限的取引を禁止するもの
　　ではなく，なんらかの問題が生じたときにその制限的取引を調査し，弊害が認められた場合それを処理
　　する主務官庁の権限を定めたものであった。
（31）　AStatement　on　Resale　Price　Maintenance（1951），　Cmd．8274．
（32）　同法の正式名称は「一定の制限的取引協定および再販売価格を規制する条件の集団的強制を禁止し，
　　この種の条件の法律上の手続きによる個別的強制のための規定を定め，1948年および1953年の独占お
　　よび制限的取引慣行法を改正し，高等法院（High　Court）およびスコットランド民事最高裁判所の判
　　事を増員する規定を定め，これらの事項に関するその他の目的のための規定を定める法律」というもの
　　であった。OECD；公正取引委員会事務局訳編『海外主要国の独占禁止法』，商事法務研究会，1969年，
　　135頁。
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3．再販売価格維持行為の競争阻害効果分析
　r．p．　m．は一般に競争促進効果を持つとの認識が強まりつつあるものの，競争にどのような影
響を及ぼすのか現在の経済学や流通論・マーケティング論の水準では十分に解明でない場合も多
いように思われる。こうした場合は競争上ニュートラルな効果と評価せざるを得ないであろう。
そうだとすれば，r．　p．　m．は一律に厳格に取り扱われるべきではなく，ケース・バイ・ケースで
競争阻害的な場合すなわち経済活動に深刻な悪影響を及ぼすおそれのある場合にのみ規制が加え
られるべきであろう。
　その点で，Yamey教授やPickering教授のr，　p．　m．全廃論は流通論・マーケティング論の立
場からは厳格に過ぎると思われる。両教授ともr．．p．　m．は総じて競争阻害的（anticompetitive）
として捉えているが，r．　p．　m．が，競争阻害的効果をも持つ場合はきわめて少ないのではないか
と考える。勿論，競争阻害効果をまったく持たないと断定するものではないが，そのような場合
は稀である一小売市場の多くはきわめて競争的・原子的（atomistic）であるからである一
ように思われる。r．　p．　m．の競争阻害効果としてはr．　p．　m．がメーカー間やディーラー間のカルテ
ルを促進する手段として用いられる可能性を挙げることができる。r，　p．　m．がライバル企業を排
除するために用いられる可能性はまずないであろう。以下においては，産業組織論のアプローチ
に依拠して競争阻害効果を分析するために二段階方式を採用して，r．　p．　m．はいかなる場合に競
争阻害的効果を持つものかを検討してみよう㈹。
　具体的には米司法省の「垂直的ガイドライン（U．S．　DOJ　Vertical　Restraints　Guidelines，
1985）」と同「合併ガイドライン（U．S．　DOJ　Merger　Guideline，1982・1984・1992・1997）」（34）
の分析手法を全面的に利用して，第1段階としてr．p．　m．が競争阻害効果など全く持ちそうにも
ないケースを選別する必要がある。このための方法としては，まず市場を大雑把に画定して，次
に単純な「市場構造スクリーン（Market　Structure　Screen）」を用いて，　r．　p．　m．を実施してい
る企業のマーケット・パワー（market　power）を評価するのである。　r，　p．　m．を実施している
企業のマーケット・シェアが低い場合やr．p．　m．がそれほど広範に用いられていなかったり，ま
たr．p．　m，がそれほど集中しておらず，このためマーケット・パワーを行使できそうにもない市
場で実施されている場合には，「市場構造スクリーン」をパスしたr．p．m．についてはそれ以上
検討を加える必要はまずないであろう。こうした「市場構造スクリーン」はそれを適用する上で
必要とされる市場の画定と大雑把な計算に基づいており，あらゆるファクターを考慮することに
（33）　米司法省は1984年に垂直的非価格制限（テリトリー制，排他的取引，抱き合わせ販売等）に関する
　反トラスト法の適用方針を示す「垂直的制限ガイドライン」を公表したが，1992年にこれを取り下げ
　た。また合併ガイドラインは1982年以来，たびたび改訂されている。参照，米司法省「垂直的取引制
　限ガイドライン』〔全訳〕，国際商事法務，1985年，VoL　13，　No．3，153－170頁。
（34）市場の画定方法マーケット・パワーの測定については米司法省の「合併ガイドライン」を参照された
　い。参照，米司法省「合併ガイドライン』〔全訳〕，国際商事法務，Vol．10，　No．8，456－472頁。
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よって市場に悪影響を与えそうもない（競争阻害的にはならない）r，p．m．の実施を促進するこ
とを意図している。
　この「市場構造スクリーン」をパスしなかったr．p．　m．については，さらに詳細に検討される
必要がある。「市場構造スクリーン」をパスしなかったr．p．　m．であっても，直ちに競争阻害効
果を持つおそれが少ない場合もある。このため，「市場構造スクリーン」をパスしなかったから
といって，r．・p．．m．は直ちに競争阻害的であるとみなされるべきではない。そこで，第二段階で
は，r．　p．　m．が行われている市場をより慎重に画定し，次に（1）参入の容易性，（2）その他の要因
（集中の程度，マーケット・パワーが行使される可能性等）を評価するのである。こうした「構
造的ケース・バイ・ケース（Structural　Case　by　Case）」分析アプローチを通じて競争阻害効果
をもたらすおそれのあるr．p．　m．を確認するのである（35）。
3．1第1段階一「市場構造スクリーン」による選別（36）
　製品及び地理的市場を大雑把に画定した後で，競争に悪影響を及ぼすおそれのないr．p．m．を
それ以後の検討から外すために「市場構造スクリーン」を用いる。マーケット・シェアの低い企
業が実施するr．p．m．や，集中していない市場におけるr．p．m．，あるいは第2次市場（37）の売上
または能力において高いマーケット・シェアを占めていないr，p．　m．はカルテルを効果的に促進
できるとは考えられない。したがって，r．p．m．を実施している企業が極めて低いマーケット・
シェアしか有していない場合，r．p．m．が集中の進んでいない市場や市場の狭い範囲でのみ行わ
れている場合には，r．　p．　m．によって競争阻害効果はまず惹起せず，こうしたr．　p．　m．については
それ以上検討を加える必要はないと言えよう。
　そこでr．p．　m．の競争阻害効果を評価するに当たっては以下のような「市場スクリーン」を用
い，これらの基準のどれかを満たしていなければ，そのようなr．p．m．については規制する必要
はまずないと言えよう。
　　（1）r．p．m．を実施している企業が関連市場（メーカー市場もしくはディラー市場）におい
　　　て10％以下のマーケット・シェアを有しているに過ぎない場合
　　（2）1つの関連市場（メーカー市場もしくはディラー市場）において，RPMIが1，200ポイ
　　　ント未満であり，かつカバレッヂ比率が60％以下である場合（38）
（35）　参照，前掲・米司法省「垂直的制限ガイドライン』〔全訳〕，国際商事法務，Vo1．13，　No．2，160頁。
（36）　参照，前掲・米司法省『垂直的制限ガイドライン』〔全訳〕，国際商事法務，Vol．13，　No．2，160－162
　　頁。
（37）第2次市場（secondary　market）とはr，　p．　m．を課される側の市場を言い，第一次市場（primary
　　market）とはr．　p．　m．を課す側の市場を指す。参照，前掲・米司法省『垂直的制限ガイドライン』〔全
　　訳〕，3．2，国際商事法務，Vol．13，　No．2，158－159頁。
（38）RPMI（RPM指数；Resale　Price　Maintenance　Index）とはr．　p．　m．取引の当事者である各企業の
　　市場シェアを2乗し，それら企業についての数値を同じ事業段階において合計して計算される。RPMI
　　はr．p．　m．を用いる企業のマーケット・シェアの分布と当該関連市場においてr．　p．　m，が実施されてい
　　る度合の両方が反映される。カバレッヂ比率とはr．p．　m．実施されるそれぞれの市場の割合である。
　150　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第89巻1号　　　　　　　　　　（150）
　　（3）両方の関連市場でRPMIが1200ポイント未満である場合
　　（4）両方の関連市場でカバレッヂ比率が60％以下である場合
　（1）の基準は，ディーラー市場の10％以下しか有していない企業によるr，p．m．の実施について
のセーフ・ハーバー（安全港）を設定している（39）。このような小さなマーケット・シェアの企業
は個別にはマーケット・パワーをもたず，カルテルやカルテルを促進する協定は行いそうにない
と言える。通常，カルテルは大きなマーケット・シェアを有する企業がr．．p．m．を用いて行われ
ている。中小企業については徹底的な検討は必要ではない。もちろん，r．　p．　m．を実施している
中小企業が競争者間の違法なカルテルの一部を形成しているというデータがある場合，その行動
については徹底的に調査がなされ，規制が加えられるべきである。②，⑧，（4）の基準は，カルテ
ルがまず起こりそうもない状況を示すためのものである。
　前述したように，第1次市場が集中しておらず，しかもr．p．　m．が主要諸企業によって広範に
実施されていない限り，r．　p．m．がカルテルを促進するために用いられているということはほと
んどないであろう。さらに，r。　p．　m．がカルテルを促進するためには，　r．　p．　m．は第2次市場にお
いて高いマーケット・シェアを占める企業に課されていなければならない。②の基準により，第
1次市場または第2次市場のいずれかが，競争阻害効果を惹起させるために必要な条件を満たし
ていないならば，こうした場合のr．p．　m．についてはそれ以上検討を加える必要はない。競争阻
害効果，すなわちカルテルの成立のおそれがあるためには，第1次市場は少なくとも集中してお
り，r。　p．　m．を実施する企業が市場で高いマーケット・なシェアを占める（すなわちRPMIが
1，200ポイントを超えていなければならない）必要がある。競争阻害効果（カルテルの成立）の
おそれがあるためには第2次市場のかなりの部分で，r．　p．m．が実施されている必要がある。す
なわち，カバレッヂ比率が60％以上を超えていなければならない。（3）の基準は，もし両方の市
場が集中しておらず，またはr．p．m．が主要企業によって実施されていない（すなわち両方の市
場ともVRIが1，200ポイント以下）場合には，どちらの市場においても競争阻害効果を惹起す
るおそれはほとんどないため，そうした場合のr．p．　m．の実施についてはそれ以上検討を加える
必要はない。（4）の基準は，両方の市場のかなりの部分でr．p．　m．が実施されていなければ，こう
した場合のr．p．　m．についてはそれ以上の検討は必要はないとするものである。このような市場
条件の下では，いずれの市場においてもr．p．　m．が競争阻害効果を惹起するために必要な市場条
件を満たしていないからである。
　こうした4つの基準がどのように適用されるかを示そう。
　例1：8％のマーケット・シェアのメーカー2社及び9％のマーケット・シェアのディーラー2
　　　　社がr．p．m．を実施する。（1）の基準を適用し，これらの企業のr．p．m．の実施について
　　　　は規制を加える必要はない。
　例2：20％のマーケット・シェアを持つメーカー2社とマーケット・シェア10％のメーカー
（39）　セーフ・ハーバー（安全港）とは独占禁止法の訴追をまずうけない領域と言う意味で用いられている。
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　　　がr．p．　m．を実施する。メーカー市場におけるRPMIは202＋202＋102　＝　900である。
　　　メーカー市場の50％未満がr．p．m．を実施しているが，（2）の基準を適用し，これらの
　　　r．p．m．についてはそれ以上の検討を加える必要はない。
例3　15％のマーケット・シェアのメーカー5社と19％のマーケット・シェアのディーラー3
　　　社がr．p．　m．を実施している。ディーラー・レベルのRPMIは192＋192＋192＝1，083
　　　であり，メーカー・レベルのRPMIは1S2＋IS2＋IS2　・．1，125である。（3）の基準を適用
　　　し，これらのr．p．　m．についてこれ以上検討を加える必要はない。
例4　メーカー市場の50％及びディーラー市場における能力の55％を占める企業がr．p．　m．
　　　を実施している。（4）の基準を適用し，この場合r．．p．m．についてはこれ以上の検討を加
　　　える必要はないであろう。
　第1段階の「市場構造スクリーン」を満足しない市場におけるr．p．　m，の実施についてのみさ
らに検討を加える必要がある。例えば，多数の地方市場で営業している全国規模のメーカー（ま
たは全国規模の流通業者）は，いくつかの個別地方市場において第1段階の「市場構造スクリー
ン」をパスするかどうかを懸念するかもしれないが，その場合，r．　p．　m．がいくつかの個別地方
市場で第1段階の「市場構造スクリーン」をパスしないという理由だけで，1つの企業のr．p．　m．
ネットワーク全体をさらに調査する必要はないであろう。多くの個別市場で第一段階の「市場構
造スクリーン」をパスしているという事実は，第2段階で分析される「市場構造スクリーン」を
パスしなかったいくつかの個別市場におけるr．p．　m．についても競争阻害的というよりも競争促
進的である可能性が高いと考えられるからである（4°）。
3．2　第2段階一「構造的ケース・バイ・ケース」分析（41）
　第2段階では，第1段階の「市場構造スクリーン」．をパスしなかった，r．p．m．について，「構
造的ケース・バイ・ケース（structural　case　by　case）」分析を適用する。第1段階の「市場構
造スクリーン」は，r．　p．　m．が競争阻害的であるために必要とされるミニマム基準を満たしてい
るかどうかを決定するものである。これらの基準は必要であるが十分ではない。すなわち，これ
らの基準が満たされることは競争阻害効果を惹起する合理的な蓋然性があることを必ずしも意味
してはいないからである。そうだとすれば，r．p．m，は稀にしか競争阻害効果を有さないと言え
るであろう。
　そこで，第2段階では，競争阻害効果があるかどうかを決定するために，各種の要因が検討さ
れなければならない。多くの場合，第1段階の「市場構造スクリーン」をパスしなかったr．p．　m．
であっても，市場成果についてのデータやr．p．　m．が実施されている市場が競争的に機能してい
（40）　参照，前掲・米司法省『垂直的制限ガイドライン』〔全訳〕，
　頁。
（41）　参照，前掲・米司法省「垂直的制限ガイドライン』〔全訳〕，
　頁。
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るということを示すデータにより，競争阻害効果を惹起させるおそれはないということが分かる
場合がある。
　第2段階の「構造的ケース・バイ・ケース」分析は，r．p．m．が全体として競争に及ぼす効果
にだけ焦点を当てるものであり，具体的には次のようにして行われよう。
　まず慎重に関連市場を画定した後に，メーカー市場及びディーラー市場の双方の市場における
参入条件を検討する。
　これは，カルテルを行うためには，少なくともどちらかの市場において参入が困難でなければ
ならないからである。したがって，両方の市場への参入が容易であれば，r．・p，m．の実施は競争
政策上問題視する必要はないであろう。もし一方の市場への参入だけが容易である場合には，す
なわち，他方の市場への参入がかなり困難である場合には，r，　p．m、が競争阻害効果のおそれが
あるか否かを検討するために，他の要因についても分析する必要がある。もしこれらの他の要因
を検討した結果，全体として競争阻害効果のおそれがないと判断されれば，r．　p．m．についてそ
れ以上の検討は必要はないであろう。
　3．2．1　参入の容易性（42＞
　参入の容易性を検討する場合，メーカー市場及びディーラー市場の双方のレベルにおける参入
条件を分析する必要がある。このためには，大幅でしかも継続的な価格上昇があった場合に比較
的短時間のうちに参入が可能かどうかについて検討せねばならない。参入の容易さを測定するた
めの単一の基準はないので，メーカー段階の市場，またはディーラー段階の市場への参入は，市
場開発，販売スタッフの訓練，販売促進活動等に多くの時間をかけて集中的に投資することが必
要な場合には，かなり困難になるものと思われる。
　もし特殊な製造または流通施設について高額の投資が必要である場合，また長時間かけなけれ
ば建設できないような場合には，参入は非常に困難となろう。たとえば，ある製品のメーカー段
階への参入が他の用途には容易に転用できない高額の工場の建設を必要とする場合，メーカー段
階での参入は困難であろう。ディーラー市場への参入はディーラーがかなりの販売量を獲得する
ためには通常何年もかかるのであるならば，かなりの困難が伴うと評価されよう。
　3．2．2その他の要因（43）
　r．p，　m．の競争阻害効果が参入条件の分析の後においても解消できない場合には，次のような
要因を検討する必要があるものと思われる。
　①関連市場における状況はカルテルを助長するか
　r．p．m．は，カルテルを促進するような市場条件下においては，より一層カルテルを促進するた
（42）　参照，前掲・米司法省「垂直的制限ガイドライン』〔全訳〕，国際商事法務，Vol．13，　No．2，163頁。
（43）　参照，前掲・米司法省『垂直的制限ガイドライン』〔全訳〕，国際商事法務，Vol．13，　No，2，163－165
　頁。
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めに実施される場合がある。たとえば，カルテルは，製品のいくつかの面一価格・仕様・品
質一において調整しなければならない場合（差別化製品）よりも価格だけで合意すればよい場
合（同質的製品）の方が成立しやすい。また，カルテルがr．p．　m．の実施されている2つの市場
すなわち第1次市場か，第2次市場でのどちらで行われているのか点検する必要があろう。その
後，第1次市場についてRPMI及び第2次市場についてカバレッヂ比率を計算する。もし，第1
次市場についてRPMIが1，200ポイント以下であり，第2次市場においてカバレッジ比率が60
％以下である場合には，それらのr．p．m．についてはそれ以上検討する必要はない。
　②中小企業や新規参入企業はr．p．m．を用いているか。
　r．p．　m．を実施している企業の多くが低いマーケット・シェアであったり，　r．　p．　m．を実施して
いる企業の市場への新規参入が最近（例えば，過去2年間のうちに）見られる場合，当該r．p．　m．
が主要企業により課されたものでない限り，それらのr．p，　m．は競争阻害の目的から用いられた
ものではないと判断しても良いであろう。中小企業がカルテルを計画・促進するためにr．p．　m．
を用いるおそれはまずないであろう。したがって，もし中小企業が自らのイニシアティブで
r．p．　m．を用いている場合には，その動機は効率性の追求であろうと理解するのが妥当である。
もし新規参入企業がr．p。m．を実施しているのであれば，それはディーラーに販売促進を行わせ
ることにある，すなわち競争促進的目的から行われていると見ることができよう。r．p．　m．が中
小企業や新規参入企業により実施されていることから，当該市場の他の企業によるr．p．　m．の実
施も効率性の利益を得ることを目的としていると見ることができよう。
　③r．p．m．実施している企業は当該r．p．mの競争促進効果を立証できるか。
　競争促進効果を裏付けることができないからといってr．p．　m．を競争阻害的であると見るべき
ではないであろう。企業側が競争促進効果があることを十分に示すことができないこともありえ
よう。競争促進効果を明白に裏付けることができるということは，競争阻害効果があるとしても
大きいものではないということを示しているのではなかろうか。ディスカウンターの「只乗り」
を防止するという理由から実施されているr．p．m．については，もしnp．m．があるために促進
されている販売促進活動や正規のディーラーにより提供される適正サービスを指摘することがで
きれば，r．　p．　m．の競争促進効果を示すものとして扱ってもよいであろう。
　④なぜ企業はr．p．m．を実施するのか（動機）。
　r．p．　m．を実施する企業の意図についての資料があれば，　r．　p．　m．が競争に及ぼす効果を見る上
での重要なデータとなる。たとえば，r．　p．　m。を実施した企業の担当者がカルテルを促進するた
めに行ったのであれば，当該r．p．m．が競争を阻害することを目的としていることを示す強力な
材料となろう。いずれにしても，競争阻害目的を示す資料やデータは慎重に評価されなければな
らない。メーカー市場またはディーラー市場においてカルテルの歴史がある場合のほうが，カル
テルの歴史がない場合よりもr．p．　mを実施する企業の意図を説明しやすいことは言うまでもない。
　以上において見た如く，r．　p．　m．はきわめて限定された市場条件の下において競争阻害効果を
惹起しうるのである。カルテルに対する厳格な態度を採る限り，r．p．m．の競争阻害効果につい
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て懸念する必要はほとんど無いように思われる。
4．結びにかえて
　r．p．　m．の目的や効果については，資料やデータの不足から解明できない場合がきわめて多く，
またr．p．mそれ自体に対する誤解もいろいろ介在して，こうしたことがr．p．m．をめぐる論争
を激しいものにさせてきたが，最近の研究成果は，r．　p．　m．の厳格で一律な法的取扱いの解消の
契機となることが期待されよう。第1の研究成果は，FTC（米国連邦取引委員会）経済局エコ
ノミストのP．　lppolitoによる研究である（44）。　Ippolitoによれば，1976年から1982年にかけて
独禁当局や私人の原告により連邦裁判所・州裁判所へ提訴された全r．．p，　m．事件（合計203件）
中，r．　p．　m．が，メーカーやディーラーのカルテルを助長するための手段として用いられたもの
と推定される割合はわずかに15％であって，r．　p．m．の大部分はメーカーがフリーライダーを排
除するために実施されている，としている。こうしたIppolitoの研究からは，　r．　p．　m．の多くは
競争阻害目的から実施されてはいないということが理解できよう。
　第2の研究成果は，MarvelとMcCafferyの研究である（45）。彼らによれば，　r．　p．　m．が小売価
格を上昇させるという非難は，1930年代のr．p．　m．が実施されている米国のある州の小売価格と
r．p．．mが実施されていないその近くの州の小売価格との比較に基づくものであり，　r．　p．　mがき
わめて広範に実施されておれば，r．　p．　m．がまったく実施されていない場合よりも小売価格が高
くなることは無い，としている。また，彼らは，ほとんどサービスを提供せず，大幅なディスカ
ウントにより顧客を引き付ける，いわゆるフリーライダーによる被害は，技術的に高度な商品を
扱う専門ディーラーだけではなく，消費者に品質保証サービス（quality　certification　service）
のような特殊なサービスを提供するディーラーも受けるとした。消費者に品質を保証するために
は，優秀な販売スタッフを雇ったり，品質をテストするための装置を置かねばならず，費用がか
かる。彼らによれば，r．p．m．はこれらの費用を賄うことができるようにするために，そしてこ
れらの費用を負担しようとはしないディスカウンターに消費者を奪われるのを防止するために必
要とされる，としている。こうした品質保証サービスは，技術的に高度ではないあるいはそれほ
ど取り扱いが複雑ではない商品についても必要とされよう。
　第3の研究成果は，D．　Boydの研究である（46）。　Boydによれば，　r．　p．　m．とテリトリー制（ex一
（44）　P．Ippolito（1988），　Resale　Price　Maintenance：Economic　Evidence　from　Litigations　Federal
　Trade　Commission　Staff　Report；P．　Ippolito，：Resale　Price　Maintenance；Empirical　Evidence　from
　Litigation．”The／buηnat　of　Latv　and　Economics，　Vol．32，　pp．263－294．
（45）　Howard　Marvel　and　Stephen　McCaffety（1984），“Resale　Price　Maintenance　and　Quality　Certifi－
　cation”，　Rαnd／burnal（）f　Economics，　Vol．15，　pp．346－359；Howard　Marvel　and　Stephen　McCaffery，
　（1986），　“The　Political　Economy　of　Resale　Price　Maintenance”，ノburnal　of　Political　Economy　Vol．94，
　pp．1074－95．
（46）　D．Boyd（1993），“The　Choice　between　Resale　Price　Maintenance　and　Exclusive　Territories：
　Evidence　from　Litigation”，　Review　of　lndustn’al　Organization，　Vol．8，　pp．755－763．
（155） 再販売価格維持行為の競争阻害効果に関する一考察 155
clusive　territories）はメーカーの見地からは完全な代替関係にはなく，テリトリー制によって
r．p．　m．と同じ効果を挙げることは不可能である，とされる。事実メーカーは，ディーラーによ
り提供される各種サービスを確保するたあに，テリトリー制よりもr．p．　m．の方を選択している。
また，Boydはr．．p．　m．もテリトリー制も「只乗り」問題を完全には防止できず，　r．　p．　m．とテリ
トリー制のどちらを選択するかは，対象製品のライフサイクルに関係すると考えている。ライフ
サイクルが長く頻繁に購入される製品（例えば，高級ドッグ・フード）は「只乗り」の被害が長
期に渡り継続する。こうした製品は購入に際してディーラーによる説明は必要ではないため，ディ
スカウンターは容易に「只乗り」することができるからである。これに対し，ライフサイクルが
短く，たまに購入される製品（例えば，HiFi製品）については，製品についてのディーラーに
よる専門的な説明が必要とされる。そこでBoydによれば，メーカーは，ライフサイクルの長い
製品についてはテリトリー制を選び，ライフサイクルの相対的に短い製品については，r．　p．　m．
を選ぶ傾向がある，とされる。このことから，ライフサイクルの相対的に短い製品について
r．p．　m．を全面的にまた厳格に禁止することは，状況に応じてメーカーに取って最も適切な効率
的な流通手段の選択を妨げることになる。それ故，Boydはr．　p．　m．の全面的禁止というような
措置は競争政策の観点からは疑問とされよう，としている。
　r．p．　m．は流通論・マーケティング論の観点からは競争手段として位置付けることができよう。
そうであるとすれば，r．　p．　m．に対して独占禁止法により例外を認めることなく一律に厳格な規
制を加える（r．p，　mは米国では，1日時より当然違法（per　se　illegal），英国でも最近は原則違法
とされている）のは過剰規制であり，r．　p．　m．については，ケース・バイ・ケースで選別し競争
阻害効果が歴然としている場合に限り，独占禁止法上の規制は加えられるべきであろう。
　因みに，r．　p．　m．に対して厳格な態度をとるPitrofsky教授（元FTC委員長）でさえHi－Fi製
品，パソコン等のライフサイクルの短い商品については，例外的取扱いとして新製品の発売の際
に短期間に限り，r．　p，　m．の実施を認めるよう提言している（47）。
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